
滅失
（１００％）

全壊・解体
（５０％以上）

大規模半壊
（４０％以上
５０％未満）

中規模半壊
（３０％以上
４０％未満）

半壊
（２０％以上
３０％未満）

準半壊
（１０％以上
２０％未満）

一部損壊
（１０％未満）

基礎支援金 ５０万円
（３７.５万円）

ー ２０万円
（１５万円）

５万円
（３.７５万円）

３万円

加算支援金 ２５～１００万円
(１８.７５～７５万円)

ー ー ー

専用住宅または店舗等併用住
宅（延床面積の２分の１以上が
住宅であるものに限る）に浄化
槽を設置する方に、補助金を交
付するもの

ー ー ー ー ー
大船渡市
下水道課
0192-27-3111

https://www.pref.i

wate.jp/kendozukur

i/toshigesui/gesui/

1036127/1068409.ht

ml

自己資力で
修理可

ー ー ７１.７万円 ー ー ー ー

自己資力で
修理不可

ー ー ー ３４.８万円 ー

応急修理制度
を

利用する
ー ー ー ー ー

応急修理制度
を

利用しない
ー ー ー ー

所有者の希望に応じ、林野火
災で被害を受けた家屋等の解
体、撤去を市が行うもの

ー ー
大船渡市
市民環境課
0192-27-3111

７～９

ページ

一定以上の県産木材を使用し
た住宅の新築やリフォームにつ
いて補助金を交付するもの

岩手県
林業振興課
019-629-5774

https://www.pref.i

wate.jp/sangyoukoy

ou/ringyou/mokuzai

/1042069/index.htm

「いわて木づかい住宅普及促
進事業」と連携し、住宅の「省エ
ネ証明」「バリアフリー証明」の
取得経費を支援

https://www.pref.i

wate.jp/kurashikan

kyou/kenchiku/koji

n/hojo/1020859.ht

ml

木造住宅の耐震診断や耐震改
修への支援

ー ー

https://www.pref.i

wate.jp/kurashikan

kyou/kenchiku/saig

ai/mokuzou/index.h

ZEH+住宅（等級６・７）の建設費
及び各種設備への支援

https://www.pref.i

wate.jp/kurashikan

kyou/kenchiku/koji

n/hojo/1073811.ht

既存住宅の省エネ化等への支
援

ー ー

https://www.pref.i

wate.jp/kurashikan

kyou/kenchiku/koji

n/hojo/1058930.ht

土砂災害特別警戒区域からの
移転への支援

土砂災害特別警戒区域からの
全戸移転する場合の支援

岩手県
砂防災害課
019-629-5921

土地を
取得し
建設

ー ー

土地を
取得せず
建設

ー ー

購入 ー ー

補修 ー ー
※全壊は対象

災害により被害を受けた不動
産に係る不動産取得税の軽減
及び火災により損壊した家屋に
係る固定資産税の減免がなさ
れるもの

大船渡市税務課
0192-27-3111
岩手県
大船渡地域振興
センター県税室
0192-27-9912

直系尊属からの贈与により、住
居の新築等の対価に充てる金
銭を取得した場合の贈与税が
限度額まで非課税となるもの

住宅ローンを借り入れて住宅の
新築や増改築等した場合、一
定期間、減税されるもの

契約金額が10万円を越える不
動産譲渡契約書に係る印紙税
が軽減されるもの

移転・建築
土地取得資金

あり

移転・建築
土地取得資金

なし

購入

自然災害の影響により災害前
に借入れた住宅ローン等が弁
済不可となった場合などに、債
務が免除・減免となるもの

借入先金融機関 １４ページ １３ページ

災害により被害を受けた住宅
の補修、保全、増築、改築等に
必要な経費を融資するもの

ー
大船渡市社会
福祉協議会
0192-27-0001

２４ページ

災害により被害を受けた母子、
父子、寡婦世帯に対し、住宅の
補修、保全、増築、改築等に必
要な経費を融資するもの

ー ー ー

岩手県
大船渡保健福祉
環境センター
0192-27-9913

２５ページ

災害により住居等の損害を受
けた方に対し、生活再建に必要
な資金を融資するもの

ー ー
大船渡市
地域福祉課
0192-27-3111

３ページ

耐震改修や省エネ改修等の住
宅性能を向上させるリフォーム
工事費等の一部を補助するも
の

ー
国土交通省
実施支援室
03-5229-7568

２９ページ

耐震リフォーム等を行った方に
対し、税制優遇措置があるもの

ー

大船渡税務署
0192-26-3481
大船渡市
市民環境課
0192-27-3111

２９ページ

住宅の耐震性向上を目的とし
たリフォームを行う方に対し、耐
震改修工事費用を融資するも
の

ー
住宅金融
支援機構
0120-086-353

３０ページ

地方公共団体から災害から守
るための工事を行うよう勧告又
は改善命令を受けた方に対し、
工事費用を融資するもの

住宅金融
支援機構
0120-086-353

３０ページ

リフォーム融資（耐震改修工事）
【最大融資額】１，５００万円
【融資金利】全期間固定金利

宅地防災工事資金融資
【最大融資額】１，１９０万円
【融資金利】全期間固定金利

合併処理浄化槽設置整備事業
補助金

災害援護資金 【最大融資額】１５０～３５０万円
【貸付利率】年３％以内

長期優良住宅化リフォーム推進事業 【最大補助額】８０～２１０万円/戸

リフォーム税制 工事内容に応じて、所得税の控除、固定資産税の減額あり

被災者（個人・個人事業主）の債務
整理支援（自然災害による被災者の
債権整理に関するガイドライン）

破産手続きなどの法的手段によらず災害前の住宅ローン等の免除・減免が可能
個人信用情報として登録されずに債務整理が可能

生活福祉資金制度による貸付
（福祉費（住宅補修費））

【最大融資額】２５０万円（目安）
【貸付利率】保証人あり:無利子、保証人なし：年1.5%
※災害援護資金の対象となる世帯は適用除外

母子父子寡婦福祉資金の住宅資金

２３ページ【最大融資額】４，５００万円
【融資金利】全期間固定金利

【最大融資額】５，５００万円
【融資金利】全期間固定金利

地すべり等関連住宅融資

地すべりなどにより被害を受け
るおそれがある家屋を移転する
場合などに、その費用を融資す
るもの

【最大融資額】５，５００万円
【融資金利】全期間固定金利

【最大融資額】２００万円
【貸付利子】保証人あり：無利子、保証人なし：年1.0％

住宅金融
支援機構
0120-086-353

不動産取得税、固定資産税の特例 非課税や減税の特例あり

１６～１７

ページ

住宅取得等に関する贈与税の特例
【非課税限度額】省エネ性能等あり：１，０００万円、一般住宅：５００万円

【災害時】非課税の再適用　※滅失の場合のみ
【災害時】取得期限・居住期限の１年延長、居住要件の免除

大船渡税務署
0192-26-3481

新たな住宅取得等の住宅ローン控
除の特例

住宅ローン残高の０.７％を最大13年間、所得税から控除

不動産の譲渡に関する契約書等に
係る印紙税の非課税

印紙税の軽減措置あり

https://www.pref.i

wate.jp/kendozukur

i/kasensabou/dosh

asaigai/1009977/10

09982.html
がけ崩れ危険住宅移転促進事業
（土砂災害特別警戒区域からの全戸
移転）

上記がけ地近接等危険住宅移転事業に上乗せ補助
既存住宅の除却：実費最大１４７万円／戸、引越費用：最大１７５万円／戸、住宅建設購入費：最大２６０万円／戸

【最大融資額】４，５００万円
【融資金利】全期間固定金利

【最大融資額】５，５００万円
【融資金利】全期間固定金利

【最大融資額】２，５００万円
【融資金利】全期間固定金利

災害復興住宅融資

災害で住宅が被害を受け罹災
証明書を交付されている方に
対し、住宅の建設・購入・補修
に充てる費用を融資するもの

【最大融資額】５，５００万円
【融資金利】全期間固定金利

住宅金融
支援機構
0120-086-353

１３～１４

ページ

２０～２２

ページ

いわてZEH+住宅等普及促進事業
（断熱等性能等級6・7）

住宅再建　＠１００～１８０万円　太陽光加算：３５万円（上限）
HEMS加算：購入・工事費×２/３（上限は６.６万円）
蓄電池加算：購入・工事費×１/３（上限は３５.７万円）

いわてZEH+住宅等普及促進事業
（既存住宅の省エネ化）

省エネ診断：診断費用×２/３（上限は１５万円）
省エネ改修：改修費用×４０～８０％（上限は３０～７０万円）

がけ地近接等危険住宅移転事業
（土砂災害特別警戒区域からの移
転）

既存住宅の除却費：床面積×３.２万円（公費解体する場合は対象外）
引越費用等：上限９７.５万円／戸

建物助成費（借入金の利子に相当する額※年利８.５％が限度）：建物３２５万円／戸　土地９６万円／戸

９～１１

ページ
補助対象経費の１/２
（上限１５万円）

公費解体 被災家屋（個人住宅、倉庫、土蔵、事務所、店舗、車庫）等の解体
解体・撤去費用全額を市で負担

２ページ

５０～２００万円
（３７.５～１５０万円）

応急修理

林野火災で被害を受けた住宅
の「日常生活に必要不可欠な
最小限度の部分」を、市が一定
の範囲内で応急的に修理する
もの

大船渡市
住宅管理課
0192-27-3111

４～７

ページ
２８ページ

７１.７万円

１２～１３

ページ

【上限額】
５人槽（延床面積１３０㎡以下）　３９万円
７人槽（延床面積１３０㎡超）　４７.４万円
１０人槽（二世帯住宅など）６６万円

撤去費用　９万円
配管費用　３０万円

生活再建支援金

災害により居住する住宅が全
壊するなど、生活基盤に著しい
被害を受けた世帯に対し、支援
金を給付するもの
基礎支援金：住宅の被害程度
に応じて給付
加算支援金：住宅の再建方法
に応じて給付
（）：単数世帯の場合

１００万円
（７５万円）

大船渡市
地域福祉課
0192-27-3111

被災住宅補修補助金（市）
林野火災で被災し被害を受け
た住宅の補修費用に対し、補
助金を給付するもの

補助対象経費の１/２
（上限５万円）

大船渡市
住宅管理課
0192-27-3111

いわて木づかい住宅普及促進事業
（県産材使用）

【最大補助金額】３０万円　※住みたい岩手の家づくり促進事業と併用する場合は最大５０万円
【補助要件】構造材等の部分に使用：１０㎥以上又は仕上材等の部分に使用：２０㎡以上

【加算要件】JAS材等を使用、１８歳以下の子どもがいる世帯

住みたい岩手の家づくり促進事業
（省エネ、バリアフリー）

断熱等対策等級６に適合する、性能証明書を取得した場合：１０万円
高齢者等配慮等級３に適合する、性能証明書を取得した場合：１０万円

岩手県
建築住宅課
019-629-5933

住宅ストックリノベーション事業
（木造住宅耐震診断・改修）

【上限額】
耐震診断２.８万円
耐震改修１００万円

住宅再建のための支援制度一覧（令和７年６月１６日現在）

支援制度 制度概要 区分

被害の程度（損害割合）

窓口

岩手行政監
視行政相談
センター
ガイドブック

被災者支援
に関する
各種制度の
概要

岩手県
ホーム
ページ

ホームページ公表用


